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第 2 節 水質汚濁防止対策

づ 環 境 基 準

水質の 汚濁に 係 る 環境基準は表 3 ー 2 - 3 の と お り 昭和 4 5 年 4 月 2 1 日 閣議

決定 さ れた 。 こ の 環境基準は , 人の健康の保護に関す る 環境基準 と 生活環境の保

全に関す る 環境基準か ら な っ てい る 。

人の健康の保護に 関す る 環境基準は , 全公共用水域に一律に適用 さ れ , かつ ,

た だ ち に達成維持する も の と さ れてい る 。

生活環境の保全に関す る 環境基準は , 河川 , 湖沼 , 海域ご と に利用 目 的に応 じ

て知事が あ て はめ る こ と と さ れて い る 。

( 1 ) 河 川

千代川 , 天神川 , 日野川 は , 昭和 4 6 年 9 月 1 4 日 に 環境基準の類型 を あ て

は め告示 した と こ ろ である が各河川 と も そ れぞれ , 下流は河川類型 Aに , 上流は

河川類型AAに定め ら れた が , こ れ ら の河川 は ほぼ こ の水質 を満足 してい る 。

(2 ) 湖 沼

ァ 東郷池 , 湖山池

現状の 水質は , 環境基準の類型に あ て は め て み る と , 東郷池 , 湖山池は類

型 C に 相当 し てい る 。 昭和 4 6 年 9 月 1 4 日 -こ ｢ 5 年以内 で可及的すみやか

に 環境基準湖沼類型 Aの 水質に改善すべ き であ る ｣ と い う 目 標が定め ら れた 。

した が っ て , 昭和 4 7 年 6 月 2 0 日 鳥取県水質審議会に , 達成のた め の具

体的 な施策に ついて諮問 して い る と こ ろ で , 現在 , 部会 を設けて審議中で ,

近 く 答申 さ れ る こ と と な っ て い る 。

湖沼の 場合 , 汚濁機構に つい ては , 極め て複雑であ り , 解 明 さ れて な い点

も あ る が , 下水道の整備そ の他の外的要因のみの遮断の みでは環境基準の達

成は 困難で あ り 併せて富栄養化現象に よ る 内的要因の 減少 も は か る 必要が

あ る 。

イ 中 海

河川法では 斐伊川水系 と して河川 と して取 り 扱わ れて お り , 漁業法上では

海面 と して取 り 扱われて い る が , 利用上の 目的 と学術的見解か ら すれば, 中

海の 現状は む しろ 汽水湖 と し て取 り 扱 う の が よ り 適切 と いわれてい る 。 した
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が っ て , 中海の水質の判断をす る場合湖沼 と して取 り 扱 う も の と さ れた 。

昭和 4 6 年度の 島根県 と 共同で調査 した結果か ら環境基準の湖沼類型に あ

て は め てみ る と , 水質の代表的指標であ る C O D では , 境港市, 小篠津町地

先 と 島根県安来港 を結ぶ線の 西側が類型 B に該当 し , と く に , 米子湾の汚濁

が進行 してい る 。

昭和 4 7 年 1 0 月 3 0 日 に ｢ 5 年以内 で可及的すみやかに 環境基準湖沼

類型A の 水質に改善すべ き であ る ｣ と い う 目 標が定め ら れた 。

汚濁の現状 , 汚濁負荷量の推移 か ら鳥取県水質審議会は , 環境基準の類型

の あ て は め と 同時に次 の と お り 達成の た め の具体的な 施策を答申 して い る 。

達成の施策

( 1 ) 公共下水道の整備促進 , 工場 , 事業場の排水基準の規制強化

水質の代表的な C O D は , 現況 を中海 鳥取県側に ついてみれば 2 8 ~

5 0 p p mの範囲 に あ っ て , 湖沼類型A の C O D 8 p p m以下にす る た め

に は公共下水道の整備 と工場 , 事業場 の排水基準の規制強化が必要であ る 。

具体的に は '

の 公共下水道は , 現在実施 さ れて い る 米子市公共下水道 を可及的すみや

か に完了 す る 必要が あ り , さ ら に 上。己米子市公共下水道処態哩区域以外の

米子市の市街化区域お よ び境港市の 市街化区域に おい て も整備す る こ と

が望 ま しい o

贅 ) 工場 , 事業場の排水は , 水質汚濁防止法 をこ よ っ て排水量 5 0 ゴノノ日 以

上の工場 , 事業場が規制 さ れて い る が , 規制対象を排水量 2 5 可/日 以

上の工場, 事業場に拡大 し , 水質汚濁防止法に 準 じて規制す る必要が あ

る o

以上 の措置 に よ っ て , 現況 ( 昭和 4 5 年 ) の C O D は , 米子湾の 4 5

p P m , 米子市葭滓地区の 3 0 p p mが 5 年後に は湖沼類型 Aの 3 p pm

以下に な る こ と が期待でき る 。

(2 ) 底質の 対策

浮遊物質量の現況は 8 3 ~ 1 4 4 p P mであ る 。 境水道 2 測定点では 3 4

~ 4 8 p p mの類型A ( 5 p p m以下 ) 米子湾の 3 測定点では 9 6 ~

1 4 4 p P m と 類型 B ( 5 p p m を越 え 1 5 p p m以下 対こ該当 して い る 。

溶存酸素は 6 7 ~ 9 8 p p m であ り 類型B ( 5 p pm以上 7. 5 p pm
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未満 潟こ該当す る 測定点が半数以上 あ る 。

浮遊物質量 お よ び溶存酸素は ( 1 )の 施策の 実施に よ っ て湖沼類型 A を達成す

る こ と が期待 でき る が , こ れ ら の指標に つい て は , 中海の底質の性状 , 再浮

上に原 因する こ と も 考 え ら れ る の で , 底質の性状, 賦存量等実態 を は握 し ,

そ の結果 に よ っ て底質対策 を実施する 必要が あ る 。

@ ) し尿処理施設 , 家畜の 飼養施設の適正な 維持管理指導の充実

大腸菌群は , 現況 を環境基準の湖沼類型に あ て は めてみ る と , 境水道の 美

保湾側 ( 2 4 0 MP N/l o o M ) , 境港市小篠津町地先 ( 1 4 0 M P N/1 0 0

れ “ ) で類型A に , 米子湾 , 安来港水域 ( L 1 o o MP N/1 0 0 霧"~ 1 4 , 0 0 O

M P Nゾ 1 0 0 栩の で類型酸こ該当 す る 。

こ れについ て は , すでに下水道終末処理場 , 工場 , 事業場の排水は水質汚

濁防止法 , 県条例に よ っ て大腸菌群 3 , o o o 個/1 霧" に 規制 さ れて い る が ,
/

さ ら に , 適切かつ強力な維持管理の指導を徹底す る こ と , お よ び米子市公共

下水道の 整備 と 規制対象の拡大に よ り 大腸菌群の減少が期待でき る 。

ま た , 家庭用 し尿浄化そ う ( 処理対象人員 5 0 0 人以下 ) は廃棄物の処理

及び清掃に 関す る 法律 に基づ く 維持管理基準に よ っ て その 放流水は消毒す る

よ う 規定 さ れて い る の で , こ れ につ いて も 適切かつ強力な維持管理の指導 を

行な う 必要が あ る 。

家畜の 飼養施設は , 規模の 大 き い施設に つい て は 国に おい て水質汚濁防止

法の規制対象 と さ れ た が , こ れ以外の小規模の施設に 対 して も 適正な維持管

理の指導を行な う こ と が望 ま れる 。

@ 流入河川 の 浄化対策

流入河川 の浄化対策 と して たい積汚泥の し ゅ ん せつ , 河川 の維持管理の強

化 , 維持用水の増量の措置等 を促進す る 必要があ る 。

(5 ) 栄養塩類 の実態の解明

中海の 水質汚濁は 当水域が滞留時間の長い水域であ る た め , 環境基準の 水

質 を判断す る項 割こ示 さ れて い な い栄養塩類等 ( 燐, 窒素化合物等 ) の 増加

に起因 し てい る こ と も 無視でき な い の で , 今後 こ れ ら の実態 を解明す る 必要

が あ る 。

な お , 中海は農林省の干拓事業によ っ て , 淡水化が 。十画 さ れて い る が , 淡

水化後の水質変化 につ い て , じ ゅ う ぶ ん解 明 は握す る 必要があ り そ の時点



//

一 8 8 一

に お いて 環境基準類型の あ て はめ を見直 しす る も の と す る 。

(3) 海 域

ア 美 保 湾

昭和 4 6 年度の調査結果か ら現状の水質 を環境基準の海域類型に あ て は め

てみ る と , 水質の 代表的指標であ る C O D では , 日 野川 河 口附近が類型 C ,

沿岸海域が類型 B , そ して沖合海域が類型Aに該当 して い る 。

昭和 4 8 多年 3 月 2 0 日 , 境外港の 計画港湾施設内の海域は , 直 ち に海域類

型 B の 水質に , そ の 他海域は ｢ 5 年以内で可及的すみやかに環境基準海域類

型 Aの 水質に改善すべき であ る i と い う 目 標が定め ら れた 。

汚濁の現状 , 汚濁負荷量の推移か ら鳥取県水質審議会は , 環境基準の類型

の あ て は め と 同時に次 の と お り 達成の た め の施策 を答申 し て い る 。

達成のための施策

( 1 ) 公共下水道の整備促進 , 排水規制の強化

水質の代表的な指標 C O Dの現況は , 日 野川河 口 付近が 1 7 ~ 3 5 P p m ,

弓 が浜半島沿岸海域が 2 1 ~ 3 0 p p m であ り , こ れ を海域類型 Aの C O D

2 p p m以下 , 海域類型 B の C O D 8 p p m以下 にす る た め に は公共下水道

の 整備 と 工場 , 事業場の排水基準の規制強化が必要で あ る 。 具体的に は ,

げ) 公共下水道は , 現在実施 さ れて い る 米子市公共下水道 を可及的すみやか

に完了す る必要があ り , さ ら に 米子市公共下水道処理区域以外 の米子市の

市街化区域お よ び境港市の市街化区域に お い て も 整備す る こ と が望 ま しい 。

“ ) 工場 , 事業場の排水は水質汚濁防止法に よ っ て排水量 5 0 ゴノ日 以上の

工場 , 事業場が規制 さ れて い る が , こ れ の排水基準値の 強化な らびに 規制

対象 を排水量 2 5 可/日 以上の工場 , 事業場“ 拡大 し て 規制す る必要が あ

る o

特 に 汚濁が進行 して い る 日 野川 河 口 水域に つい て は , バ ル ブ工場の排出

水に 基因す る も の で , 美保湾の総汚濁負荷量の約 8 0 % を 占 め て お り , 同

水域 を C O D 2 p p m以下の水質に 達成す る た め に 5 年以 内に 段階的 & γ 規

制 を強化す る 必要があ る 。

以上の措置に よ っ て , 現况 ( 昭和 4 5 年 ) の C O Dは , 類型 A , 類型 R

の水域で 5 年後 に は そ れぞ れ 2 P P m以下 , 3 P P m以下 に な る こ と ム I

待 て き る
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(2 ) し尿 処理施設 , 家畜の 飼養施設の適正な維持管理の指導の充実

家庭用 し尿浄化そ う ( 処理対象人員 5 0 0 人以下 ) は廃棄物の処理及び清

掃に 関す る 法律 に 基づ く 維持管理基準に よ っ て適正かつ強力な維持管理の指

導に よ り 汚濁負荷量の 減少に 努め る 必要があ る 。

家畜の 飼養施設は , 規模の 大 き い施設に つい て は国に お い て水質汚濁防止

法の 規制対象 と さ れた が , こ れ以外の小規模の 施設に対 して も 適正な維持管

理の指導に よ り 汚濁負荷量の減少に努め る 必要が あ る 。

@ ) 適正な 土地利用 。十画 の策定

当地域は新産業都市の指定区域で あ り , ま た 山陰地方の開発拠点 と な っ て

い る 。 特 に境港市にお い て は境港外港地区に新港の建設計画があ り , こ れに

伴 っ て 地域開発が進展す る と 考 え ら れ る が , 地域の 土地利用計画な ら びに企

業の張 り 付 け に 当た っ て は , 美保湾の水質汚濁を悪化 さ せない よ う 十分配慮

すべ き であ る 。

イ 日 本海沿岸 ( 美保湾 を除 く )

昭和 4 7 年 7 月 と 8 月の調査結果か ら 環境基準の海域類型に あ て は め てみ る

と . 一部海水浴場で大腸菌群が海域類型Aに適合 しな い と こ ろ があ る が , お

おむ ね , 海域類型Aの 水質 に あ る 。

した が っ て , 昭和 4 8 年 3 月 3 0 日 , 現状の水質および海水浴 , 水産関係 の

利用 目的 か ら環境基準 を海域類型Aに あ て は め た 。 今 後 排 水 規 制 の 適

正 な 施行等に よ っ て 水質保全 を は か る こ と と し て い る o

(4 ) そ の 他

三大河川 , 湖山池 , 東郷他 , 中侮 , 美保湾 , 日 本海沿岸 と 鳥取県の 主要水域

の環境基準の類型の あ て は め は終了 した わ け であ る が , 汚濁が進行 してい る 水

域に つい て は , 水質改善のた め行政 目標達成の た め の 施策 を如何に 有効適切に

推進 し てい く か が 課題であ る 。

さ ら に , 今後環境基準の類型が未た あ ては め ら れて な い多鯰池 , そ の 他都市

河川 , 二級河川 の う ち 水質汚濁が進行 して る 水域につ い て水質改善の た め の方

途 を検討 し て い く こ と と して い る 。

B
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表3 一2 ー3 水質汚濁に係 る 環境基準

( 昭和 4 5 年 4 月 2 1 日 閣議決定 )

8 人の健康に係る 環境基準

項 目 シ ア ン
アルキル

水 銀
有機 リ ン カ ト ミ ウム 鉛

ク ロ ム

( ･ 6 価 )
ヒ 素 総水銀

基 準 値
検出 され
な い こ と

検出 さ
れな い

こ と o

検出 さ
れ な い

こ と o

0 0 1

P Pm

以r

0 1

P Pm

以r

0 0 5

P Pm

以r

0 0 5

P PIn

以r

検出 さ
れな い

こ と o

に) 生活環境に係 る 環境基準

の 河 川

① 河 川 ( 湖沼 を 除 く )

項目＼虱型 利用 目 的の

適 応 性

基 準 値

水素イ オ ン
濃 度

( PH )

生物化学
的酸素要
求量
( B O O )

礬 遊 銘
( S S )

溶 存
酸 素 量

( DO )
奔 腸 数菌

A A

水 道 1 級
自 然環境保全
お よ びA以下

の欄に掲げる
も の

6 5 以上

8 5 以下

1 P p n1

以 下

2 5 P pnn

以 下

7 5 P Pn1

以 下

5鰡N
一 郎
1 00乃祕

A

鼈 そ 綴
水 浴
お よ びB 以下

の 欄に掲げ る
も の

6 5 以上

8 5 以下

2 P p nn

以 下

2 5 P pnn

以 下

7 5 P pn]

以 上

1 P OO心証〉N

面済す以下

B
茶 淫 箋 綴
お よ びC 以下

の欄に掲げる
も の

6 5 以上

8 5 以下

3 P p nn

以 下

2 5 P Pm

以 下

5 P p nn

以 上

50 0鍋征N

詞町以下

C

水 産 3 級
工業用水 1 級
お よ びD以下

の欄に掲げる
も の

6 5 以上

8 5 以下

5 P p nn

以 下

5 0 P pnn

以 下

5 P p nn

以 上

D

工業用 水 2 級
農 業 用 水
お よ び E の 欄
に掲げる も の

6 0 以上

8 5 以下

8 P P m

以 下

1 0 o p pn]

以 下

2 P p nn

以 上

If
1I
1

亀f
＼
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E 工業用水 8 級
環 境 保 全

6 0 以上

8 5 以下
l o p pn1

以 下

ごみ等浮
遊が認め
ら れな い

こ と o

2 P p n]
上以

･

( 注 ) 1 自 然環境保全

水 道 1 級

8 水 産 1 級

工業用水 1 級

環 境 保 全

保全 自然探勝等の環境保全

1 級 ろ過等に よ り 簡易 な 浄水操作を行な う も の

2 級 沈澱ろ過等に よ る 通常の浄水操作を行な う も の

8 級 前処理等 を伴 う 高度の 浄水操作を行な う も の

1 級 ヤ マ メ , イ ワ ナ等貧腐水性水域の水産生物用な ら びに

水産 2 級お よ び水産 3 級の水産生物用

2 級 サ ケ料魚類お よ び ァ ュ等貧腐水性水域の水産生物用お

よ び水産 3 級の 水産生物用

8 級 コ イ , フ ナ等 , β ‐中腐水性水域の水産生物用

1 級 沈澱等に よ る 通常の 浄水操作を行な う も の

2 級 薬品注入等に よ る 高度の 浄水操作 を行な う も の

3 級 特殊の浄水操作 を行な う も の

全 国民の 日常生活 ( 沿岸の遊歩等 を含む 。 滋こおい て不快
感を生 じな い限度

② 湖 沼

( 天然湖沼お よ び貯水量 1 , 0 0 0 万立方 メ ー ト ル以上の人工湖 )

選虱 利用 目 的の

適 応 性

基 準 値
水素 イオン

濃 度
( PH )

化学的酸
素要求量

( COD )

浮 遊 物
質 量

( S S )

溶 存
酸 素 量

( DO )

大 腸 菌

群 数

AA

水 道 1 級
水 産 1 級
自 然環境保全
お よ びA以下
の欄に 掲げる
も の

6 5 以上

8 5 以下

1 P p nn

以 下

1 P P nn

以 下

7 5 P pnn

以 上

5 0彌
一一一 以下
1 0 0 者祕

A

水道 2 3 級
水 産 2 級
水 浴
お よ びB 以下
の欄に掲げ る
も の

6 5 以上

8 5 以下

3 P p nn

以 下

5 P P m

以 下

7 5 P pnn

以 上

1 P OOA4FN

而町以下

＼
＼
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B

水 産 3 級
工業用水 1 級
農 業 用 水
お よ び C の欄
に掲げる も の

6 5 以上

8 5 以下

5 P P n1

以 下

1 5 P pnn

以 下

5 P p nn

以 上

C
工業用水 2 級

環 境 保 全

6 0 以上

8 5 以下

8 P p n]

以 下

ごみ等の
浮遊が認
め ら れな

い こ と o

2 P p nn

以 上

備考

水産 1 級 , 水産 2 級お よび水産 3 級に つい て は , 当分の 間 , 浮遊物質量の

項 目 の 基準値は適用 しな い。

( 注 ) 1 自 然環境保全 自然探勝等の環境の保全

2 水 道 1 級 ろ過等に よ る 簡易 な 浄水操作を行 な う も の

" 2 3 級

水 産 1 級

工業用水 1 級

環 境 保 全

沈澱ろ過等に よ る 通常の 浄水操作 , ま た は前処理等 を

伴 う 高度の 浄水操作 を行な う も の

1 級 ヒ メ マ ス等貧栄養湖型の水域の 水産生物用 な ら びに水

産 2 級お よ び水産 3 級の水産生物用

2 級 サ ケ科魚類およ び フ ュ等貧栄養湖型の 水域の水産生物

用な ら びに水産 3 級の水産生物用

3 級 コ イ , フ ナ等富栄養湖型の水域の水産生物用

1 級 沈澱等に よ る 通常の浄水操作 を行な う も の

2 級 薬品注入等に よ る 高度 の浄水操作, ま た は特殊な 浄水

操作を 行な う も の

全 国民の 日 常生活 ( 沿岸の遊歩等 と 含 む 消す おい て不快

感 を 生 じ な い 限 度

を ) 海 域

項目＼＼＼＼類型
利用 目的 の

適 応 性

基 準 値 nごキサ

ン抽出 物

質
( 油分等 )

水素 イオン
濃 度

( PH )

化学的酸
素要求量

( COD )

溶 存
酸 素 量

DO )

大 腸 菌

群 数

水 産 1 級

水 浴 7 8 以上
A お よ び B 以下

の 崗 る } 掲す る 8 3 以下

- , も の l

2 P p nn

以 下

7 5 P pnn

以 上

1 PO はし1P~

而才以下

検出 さ れ

ないこ と。
A
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B

水 産 2 級
工 業 用 水
お よ び C の欄
に掲げ る も の

7 8 以上

8 3 以下

3 P p nn

以 下

5 P p nn

以 上

検出 さ れ

ないこ こ

C 環 境 保 全
7 0 以上

8 3 以下

8 P P m

以 下

2 P P m

以 上

備考

水産 1 級の う ち , 生食用原料 カ キ の養殖 の利水点につい て は , 大腸菌群数

7 0MP N/1 0 0 れ “ 以下 と す る 。

( 注 .) 1 水産 1 級 マ ダ イ , ブ リ , ワ カ メ 等の水産生物用お よ び水産 2 級の水

産生物用

2 〃 2 級 ポ ラ , ノ リ 等 の水産生物用

2 環境保全 国民の 日 常生活 ( 沿岸の遊歩等を含 む 。 ) に お い て不快感 を

生 じな い限度

表3 ー2 ー4 環境基準の類型を あ ては め る水域の指定

( 鳥取県告示第 7 4 0 号 ( 昭和 4 6 年 9 月 1 4 日 ) )

類 型 水 域 環境基準の達成期間

河 川

A A

千代川上流 ( 有富川 と の合流点か ら上流 )

天神川 上流 ( 小鴨川 と の合流点か ら上流 )

日 野川上流 ( 日 野橋か ら 上流 )

直 ち に達成す る o

A

千代川 下流 ( 有富川 と の合流点か ら下流 )

天神川 下流 ( 小鴨川 と の合流点か ら下流 )

日 野川 下流 ( 日 野橋か ら 下流 )

湖沼 A
湖山池全域

東郷他全域

5 年以内で可及的す

みやかに達成す る 。
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( 鳥取県告示第 8 5 0 号 昭和 4 7 年 1 0 月 3 1 日 )

類 型 水 域 環境基準の達成期間

湖沼 A 斐伊川水系の中海及び境水道 5 年以内で可及的す
みやかに達成する 。

( 鳥取県告示第 2 0 2 号 昭和 4 8 年 3 月 2 0 日 )

類 型 水 域 環境基準の達成期間

海域
B

次の基点 を順次結ぶ線及び陸岸に 囲ま れた

海域 ( 美保湾甲 )

基点 1 境港市昭和町境港防波堤燈台

基点 2 基点1 カち 1 4 8 度 8 0 分 4 3 0 メ
ー ト ルの地 点

基点 3 基点2から 1 8 0 度 1 5 0 メ ー ト ル

の地点

基点 4 基点 8 か ら 2 3 0 度 1 , 2 0 0 メ ー ト

ル の地点

基点 5 基点 4 か ら 2 1 4 度 6 0 0 メ ー ト

ルの地点

基点 6 基点 5 か ら 1 6 9 度 6 0 0 メ ー ト

ル の地点

基点 7 基点 6 か ら 1 5 4 度 3 0 分 1 , 1 8 0

メ ー ト ルの地点

基点 8 基点 7 か ら 2 6 0 度 8 5 0 メ ー ト

ル の地点

基点 9 基点 8 か ら 2 4 5 度 1 , 4 0 0 メ ー ト

ルの 地点

直 ち に達成す る 。

A

島根県八束郡美保関町の地蔵崎か ら 鳥取県

西伯郡名 和町の 阿彌陀川河 口右岸 を結ぶ線

及び陸岸に よ り 囲 ま れた海域であ っ て , 美

保湾 甲及び境水道 の海域 を除い た も の

(美保湾乙)

5 :年以内で可及的す

みや かに達成す る 。

( 注 ) 海域類型 B の 水域は , 境外港の 計画港湾施設内の海域 ,

海域類型Aの水域は そ の他の海域であ る 。
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( 鳥取県告示第 2 2 3 号 昭和 4 8 年 8 月 3 0 日 )

類 型 水 域 環境基準の達成期間

海域 A

鳥取県地先海域 ( 昭和 4 8 年 3 月 鳥取県告

示第 2 0 2 号に定め る美保湾甲及び美保湾

乙の区域を除 く )

直 ち に達成す る o

2 常 時 監 視

公共用水域の 水質汚濁の状況については前述のと お り であ る 。 水質汚濁の常時監

視の た め 水質汚濁防止法第 1 6 条に基づ く 水質測定計画に よ り 調査を実施 してい

る も の であ る が , 昭和 4 8 年度に は表 3 ー 2 - 5 の と お り 公共用水域の環境基準

の保全 達成の た め に常時監視を行な う も の であ る 。

表 3 ー2ー5 昭和48年度水質測定討画の概要

水 域 名 地 点 名

調 査 回 数

環境項 目 健康項 目

国 県 市 国 県 市

( 河 川 )

千 代 川

旧 袋 川

狐 川

山 白 川

天 神 川

湖 山 川

枝川(湯尻j l o

野 坂 川

新 袋 川

有 富 川

大 路 川

砂 見 川

八 東 川

質露, 稲常, 佐貫

行徳

市瀬, 毛谷

秋里

出合橋

浜坂, 丸山橋, 出合橋 , 若桜橋 ,

吉方橋 , 大枚

堀切橋

彌生橋, 富安

立川大橋

賀露大橋 , 湖山橋 , 金沢橋

松原橋

安長

安長橋

美保橋, 面影橋

津波橋

大宮橋

土居橋

長谷橋

米岡 , 万代寺 , 岸野

1 2

6 0

1 2

1 2

1 2

1 2

1 2

1 2

1 2

1 2

1 2

1 2

1 2

1 2

1 2

1 2

1 2

1 2

1 2

909“

90?“?“
3

3

1 2

1 2

3

8

3

3

3

3

1 2

3

＼＼
＼＼＼
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水 域 名 地 点 名

調 査 回 数

環境項 目 健康項 目

国 県 市 国 県 市

私 都 川
佐 治 川

天 神 川

国 府 川

北 谷 川

小 鴨 川

鴨 川

玉 川

針 屋 川

絵 下 谷 川

三 徳 川

加 茂 川

沢 井 手

上大 口 用水

北 条 用 水

日 野 川

法 勝 寺 川

小 松 谷 川

板 井 原 川

旧 加 茂 川

新 加 茂 川

蒲 生 川

塩 見 月 -

河 内 川

勝 部 川

由 良 川

下門尾

別府 1 2
田後 , 大原 60
小田
今泉 , 穴鴫
福光 24

下福田

三肛

巌城 1 2

河原町 , 関金町 24

今西

福守

巌域 , 宮川町 , 西仲町 , 明 倫小学校前

八幡町

河原町 , 福吉町, 堺町

下田中

横手 , 片柴

森

海田

海田 , 八屋

三明寺 , 小田

皆生 48

車尾 60

八幡 36

溝 口 , 下榎 , 霞

福市 48

法勝寺

戸上

青木

高尾

灘町橋 , 天神橋 , 旭橋 ,土橋 ,加茂川橋

深浦橋 , 目 久美橋 , 前 田橋

鉱山川 f , 荒金川 , 小 田川等 1 l 地点 2

本庄 , 恩地 , 太田

細川 , 海士 , 箭溪

青谷 , 吉川 , 春 田宝木 , 宿 , 来 日 l
l瀬戸 , 穴沢 , 東亀 谷

谷 ー

美 多

1 2

I “

1 2 2
1 2

4

1 2 2
1 2

2

2

2

1 2

1 2

4

4

1 2

1 2

4

き

蕁
3

r

〔ど9し?し ?“?“?】̂アーウムクム9ムリム9ムリム9ムnと9ムnソムリム̂Z21ふ･1141▲1▲
I

1

I

-

l

/ ′/



水 域 名 地 点 名

調 , 査 回 数

環境項 目 健康項 目

国 県 市 国 県 市

加 勢 蛇 川

阿 彌 陀 川

佐 陀 川

( 湖 沼 )

湖 山 池

東 郷 池

多 鯰 池

中 海

( 海 域 )

美 保 湾

日 本海沿岸
海 域

海 水 浴 場

上伊勢, 八反田 , 三本 杉

所子 , 坊領 , 原

佐陀川 , 吉長, 福万

福万

4 地点

4 地点

3 地点

米子湾 , 境水道流入点

葭津, 波町地先 ,境水道中央部, 斐伊

川最下流 ( 境港燈台 )

8 地点

4 地点

5 地点

8 地点

7 地点

8 地点

2 0 地点

7 2

1 2

1 2

8

8

3

1 2

1 2

4

1 2

4

1 2

4

3

2

4

2

1ユー▲'19~̂乙ー▲9“9“14
3 水質汚濁防止法に よ る規制

水質汚濁防止法で届 出が義務づけ ら れた特定事業場は , 表 3 ー 2 ー 7 の と お り

8 5 8 事業場で あ る が , こ の う ち 排出水の排水基準の適用 を受け る特定事業場は ,

カ ド ワ ム 等有害物質 を排出す る 特定事業場 5 事業場, 水素 イ オ ン濃度等の項

目 が規制に な る 1 日 当 た り の 平均的な排出 水の量が 5 0 立 方 メ ー ト ル 以上であ る

特定事業場が 9 0 事業場 , こ の う ち 暫定基準の適用 を受け る 特定事業場が 2 7 事

業場であ る 。 ま た , 昭和 4 6 年 1 2 月 2 4 日 か ら 規制 を受け た も の が 3 8 事業場 ,

昭和 4 7 年 6 月 2 4 日 か ら 規制 を受けた も の が 5 2 事業場 あ る 。

水質壱局防止 法 て は排水基準の違反に対 して は , 特定施設の改善命令, 特定施

設の使用 ･ 耕二 永の排出 の一時停止命令 , 直罰等の規定が設け ら れて い る 。

こ れ ら排水室隼学き門前に,排水処理の 状況の実態 と 排出水の 汚染状態 を は握す

る た め の 覊査お よ び 処理施設整備の指導を 実施 した 。
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ま た , 排水基準適用後 , 立入検査を継続 してい る が , 指導地ミび立入検査件数

3 9 7 件で , 排出水調査件数 1 5 3 件 , 排水基準に違反 して い る も のお よ び , そ

の おそ れがあ る 特定事業場に 改善指示 し た も の 7 5 作件 で, こ の う ち排水基準不適

合数 6 9 件であ っ た o

表3 ー2 ー6 水 質 汚 濁 防 止 法 の 排 水 基 準

(1 ) 有害物質に係 る基準

有 害 物 質 の 種 類 許 容 限 度

カ ド ミ ウ ム 及びそ の化合物

シ ア ン化合物

有機 リ ン化合物

( 愛子影為後擬霰護頭ソる )
鉛及びその化合物

六価 ク ロ ム 化合物

ヒ 素及びそ の化合物

水銀及びの躬字ル水銀その他の水銀化合物

ア ル キ ル水銀化合物

カ ド ミ ワ ム o 1批ヲ“
シ ア ン 1 "

1 "

鉛 1 “

六価 ク ロ ム 0 5 "

ヒ 素 0 5 “

水 銀に つ き 検出 さ れな い こ と

検 出 さ れ な い こ と

( 2) 生活環境項 割こ 係 る 基準

項 目 許 容 限 度

水素 イ オ ン濃度 ( 水素指数 )

生物化学的酸素要求量 傷%“)
化学的酸素要求量 ( 〃 )

浮遊物質量 ( 〃 )

ノルマルヘキサソ抽出物質含有量 ( " )
( 鉱油類含有量 )

ノ ノレマノレキサン抽出物質含有量 ( " )
( 動植物油脂類含有量 )

フ ェ ノ ー ル類含有量 ( " )

銅含有量 ( " )

亜鉛含有量 ( " )

溶解性鉄含有量 ( 〃 )

溶解性 マ ンガ ン含有量 ( " )

ク ロ ム 含有量 ( " )

フ ノ ソ 含有量 ( 〃 )

大腸菌群数 ( 1 洲 に つ き 個 )

5 8 一8 6 ( 海域以外の水域 )
5 0~9 0 ( 海域 )

1 6 0旧聞平均1 2 0 ) (海域滅び湖沼以外の水域 )
1 6 0 (日間平均1 2 0 ) (海域及湖沼 )

20 0旧聞平均 15 0 )

5

3 0

5

3

5

l o

1 0

2

1 5

日 間平均 3 0 0 0



表3 -2 ー7 水 質 汚 濁 防 止 法 に 基 づ く 特 定 施 。没 の 届 出 数 ( 昭和 4 8 年 8 月 3 1 日 現在 )

業 種

鳥 取 郡 家 浜 村 倉 吉 米 子 根 雨 合 。十

届 出 苡0だ
日

届 出 該量
日

届 出 凄壁
日

届 出 苡壁
日

届 出 安虱
日

届 出 苡 0壁
日

届 出 頭壁
日

2 畜産食料品製造業

8 水産食料品製造業

4 礬桃 品飜の造撥
5 鱗酢#顎 ソ造諜
8 費 あ菓子“製造蘂
9 氷 菓 製 造 業

1 0 飲 料 製 造 業

1 2 動植物油脂製造業

1 6 め ん 類 製 造 業

1 7 豆腐 煮豆製造業

5

Z 7

3

4

3

3

4

2 3

228一1
5

5

2

l

1 0

1

3

4 8

3

1

5

2

1

1 7

6

1 6

7

1 1

5

3

1 8

8

5 2

?“9し1･1･一1･1･一1̂
7

7 1

4

2 0

4

1 6

3

1 0

4 5

2

1 4

1

2

2

1

1

4

1

1

1 4

2 6

1 1 5

1 9

4 8

1 2

4

4 8

5

2 7

1 9 9

6

1 8

5

1

8

1

3

l

l



業 種

鳥 取 郡 家 浜 村 倉 吉 米 子 根 雨 合 計

届 出 苡0だ
日

届 出 苡 0ど
日

届 出 冴壁
日

届 出 苡 o壁
日

届 出 苡掌
日

届 出 頭 0壁
日

届 出 苡 0だ
日

1 9 群業 , 造礬維 製 襄
22 木 材 薬 品 処 理 業

23 鑄 ル ブ製 紙 ,g紳索四

54 セ メ ン ト 製品製造業

5 5 生 コ ンク ノ ー ト 製造業

59 砕 石 業

6 0 砂 利 採 取 業

6 1 鉄 鋼 業

6 2 非 鉄 金 属 製 造 業

64 ガ ス 供 給 業

6 5 甦 蜑 勢 姿 鑑 苑 痙
6 6 電 気 メ キ 施 設 2244一一一254 1-一1▲一一一一9]̂メレハソ]

1

2 1

8

2

4

2

1

8 6

2

1▲一AU

6一172211一一8 ?]一1-一一一1̂一一一?] 7一1851一11131 1▲-1墨--1墨--,ニーよ1▲ n乙･1RU

1 4

l

6 1

2 9

1 4

1 7

l

2

1

8

1 1

5

4

1 1

1

1

1

1

8

6

2

o

-

6 7 洗 濯 業

68 写 真 現 像 業

6 9 と 畜 場

7 1 自 動式車両洗浄施設

7 2 し 尿 処 理 施 設

7 3 下水道終末処理施設

襁 警撻溌蟻期

合 。十

2

l

1 6

3

1

1 1 8

3

1

2 1

1 2

1 2 3 2

1 1

7 9 7

4 1

1

4

1

1 9 1

1

1

1 7

6 6

1

2 1

1 0

1

3 0 8

1

1

3

8

1

4 2

6

2

1

3 9 1一一1

1 8 8

1

2

4 3

1 5

1

1

8 5 8

1

2

8

1 8

1

1

9 0

-
-
o

]
-
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表3 ー2 ー8 特定事業場の立入検査件数 改善指導件数

およ び排出水調査件数 ( 昭和4 7年度 )

保健所名 立入検査件数 改善指導件数 排出水調査件数
排 水 基 準
不適合件数

鳥 取

郡 家

浜 村

倉 吉

米 子

根 雨

話

7 1

1 6

2 6

1 1 5

1 4 6

2 3

3 9 7

1 2

4

1 0

2 7

2 2

7 5

2 6

7

1 8

4 2

6 5

1 5 3

1 8

4

O

2 8

2 9

6 9

( 注 ) 排水基準不適合件数は , 水質汚濁防止法の排水基準の適用期限 ( 昭和 4 7

年 6 月 2 4 日 ) 酢の も の も 含 ん でい る 。

4 公害防止条例に よ る規制

(1 ) ｢ 横出 し 一 規制

水質汚濁防止法では , 規制 さ れ る 特定事業場が定め ら れ , こ れ以外の事業場

は規制を受け な い 。 こ れ ら の事業場 を規制 し よ う と す る場合は , 県の公害防止

条例に よ っ て規制す る こ と が可能な し く み に な っ て い る 。 こ れ を ｢ 横出 し 一 規

制 と い っ てい る 。

公害防止条例 では , 届 出 が義務づけ ら れた汚水関係特定事業場は 8 1 1 事業

場で , こ の う ち 1 日 あ た り 平均的な 排出水 の量が 5 0 ト ソソ日 以上 であ る 汚水

関係特定事業場であ る 69 については , 昭和 4 7年 1 0 月 1 日 か ら 排水基準の規制 を う

け る こ と と な っ た 。

規制の し く み は 水質汚濁防止法に 準拠 してい る 。
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表8 ー2 ー9 鳥取県公害防止条例の汚水関係特定施設

および排水基準

汚水関係特定施設

排 水 基 準

努 オ霧
濃 度

P H

生物化
学的酸
素要求
量
BOD

( 拗れ“ )

化学的
酸 素
要求量

COD

( 吻ヅ“ )

浮 遊

物質量

S S

(駕#%彬 )

大腸菌

群 数

(個徹の

ノ ノレマンレハと平

サン抽出物
質含有量
鉱油類･
含有量ノ

(栩““ )

1 旅館業 ( 旅館業法
に 規定す る ホ プル及
び旅館営業 ) の用に
供する調理施設

海域以

外
58 以上
a 6 以下

海域
50 以上
a o 以 下

1 6 0

餓譜)

1 6 0

鬱譜)

2 0 0

日 間縣

均 1 50 (購読)

2 集団給食施設 ( 栄
養改善法に規定す る
集団給食施設 で継続
的に 1 回 8 0 0 食以
上叉は 1 日 7 5 0 食
以上の食事を供給す
る も の。 ) の 調理施設

向 上 同 上 同 上 同 上 同 上

3 ド フ ム缶更生業の
用 に 供す る 洗浄施設
( 酸叉は ア ル カ リ に
よ る 表面処理 施設を
除 く 。 )

2 0

4 鉄道業 , 道路旅客
運送業 . 道路貨物運
送業 , 自 動車整備業
及びガ ン リ ン ス テ ー
シ ョ ン の用に供す る

車両洗浄施設 ( 自 動
式車両洗浄施設 を除
く 。 )

2 0



表3一2 一 T O 鳥取県公害防止条例 【し 基づ く 汚水関係特定施。受 の届出数 ( 昭和 4 8 年 3 月 3 1 日 現在 ) l
　 　 　 　

業 種

旅 館

集 団 給 食 施設

ド フ ム 缶更生業

車 両 洗 浄 施没

。十

鳥 取 郡 家 浜 村 倉 吉 米 子 根 雨 合 。十

届 出
5 0 m3

日 以上
届 出

5 0 m3

日 以 上
屈 LP

5 0 m3

日 以 L
! - “

5 0 nP

日 以 L
届 出

5 0 m3

日 以 上
届 出

5 0 m3

日 以 上
届 出

5 0 m3

日 以上

3 2

1 0

O

5 4

9 6 b̂nvnUnÛ○
2 4

9

O

5 5

8 8 〔UnUnvnUnV
2

3

O

1 9

4 4

1 1

O

O

1

1 2

1 3 9

1 8

O

1 1 8

2 7 0

2 8

3

O

1

8 2

1 0 4

2 4

1

1 0 0

2 2 9

8

8

O

1

1 7

3 8

2

O

4 5

8 5 1▲1▲nVハU90
3 5 9

6 1

1

8 9 1

8 1 2

5 4

1 2

O

3

6 9

表3 ー2 ー 乍 1 汚水関係特定事業場の立入検査件数 ･ 改善指導件数

お よび 排出水覇査件数 ( 昭和4 7年度 )

保健所名 立 入検査件数 改善指導件数 朝肛 水閾 〆＼ 件 数
排 水 人 碓

小適合件 数
( 庁 ) 排水基準不適合件数は鳥取県公害防止条

例の排水基準の 適用期限 ( 昭和 4 7 年 1 0

月 1 日 ) 酢 の も の も 含ま れ る 。
鳥 取

郡 家

浜 村

倉 吉

米 子

根 雨

。十

3 5

1 2

7 5

2 9

1 5 1 41一5

4

1 2

6 7

2 5

1 0 8

2

4

4 2

1 2

6 0
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こ れに対す る立入検査件数 15 1 件 , 排出水の 調査件数 1 0 8 件で, 排出基準に

違反 して い る も の お よ び , そ の お そ れが あ る も の に つい て 5 件の改善指導 を 行

な っ え 。

( 2) 有害物質の地下浸透方式処理の禁止

水質汚濁防止法第 1 4 条に ｢ 排 出水 を排出す る 者は有害物質 を含む汚 水 等

( こ れ を処理 した も の を含む 。 ) が地下に しみ込む こ と と な ら な い よ う 適切な

措置 を しな ければ な ら な い ｣ と あ る が , 罰則 の な い 訓示規定で あ る の で , 公害

防止条例に よ っ て次 の 有害物質を含む 汚水を地下侵透方式に よ っ て処理す る こ

と を 罰則 を 設け 規制 してい る 。

カ ト ミ ウ ム 及びそ の 化合物

シ ア ン化合物

有機化合物 ( パ フ チ オ ン , メ チ ル パ フ チオ ン , メ チ ル ン メ ト ン及び E P Nに

限 る 。 )

鉛及びそ の化合物

砒素及びそ の化合物

水銀及び ア ル キ ル水銀そ の他 の水銀化合物

銅及びそ の 化合物

ク ロ ム 及び そ の 化合物

亜鉛及びそ の化合物

フ ェ ノ ー ル類

( 3) 上乗せ規制

水質汚濁防止法に よ っ て定め ら れた排水基準は , い わ ゆ る 一律基準 , シ ビ ル

ミ ー マ ム 基準であ る 。 一般家庭の台所汚水の 同程度の 水質であ る 。 しか し , こ

の基準で は , 不十分 と 考 え ら れ る 水域 , た と え ば , 環境基準の類型が あ て は め

ら れ て い る 水域で , そ の達成ま た は維持の た め必要な場合 , こ の 基準 よ り き ひ

し い基凖 , すな わ ち上乗せ基準 を条例で定め 規制す る こ と がで き る こ と に な っ

て い る 。 本 県の場合 , 現在の と こ ろ 上乗せ基準に よ る 規制は な いが , 前述の 中

海, 美保湾の環境基準達成の た め の施策の ひ と つ に 排水基準の 強化が う た われ

て い る の で , 来年度 , 現在 , 排水量 5 0 ゼシ/ 日 以上の工場事業場が規制 さ れ て

い る が , 排水基準がな い 排水量 2 5 ざら/ 日 以上 の 工場 事業場に も 排水基準の

上乗せ を検討す る こ と と し て お り 美保湾の 汚濁負荷量の 8 0 % を 占 め る ノリ
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ブ工場に対 して も 現在の基準よ り き び しい基準で規制す る こ と が考 え ら れて

い る o

5 下 水 道 事 業

近年の 高度経済成長に よ る 生産活動お よ び消費活動の 発展は水の使用量を増大

さ せ , 汚水の発生量 も 飛躍的 に増大 してい る 。 こ の汚水 , 特に 家庭下水は未処理

のま ま 河川等に放流 さ れ , 水質汚濁の原因 と な っ て お り 下水道の整備は水質公

害防止対策 と して 効果的 , 具体的な 施策 と 云 え る 。

現在 , 公共下水道は鳥取市 と米子市で整備が進め ら れて い る が , 今後は こ れの

整備 を さ ら に促進す る ほか , 鳥取市 , 米子市 , 境港市の市街化区域, 倉吉市の市

街地 な ら びに都市計画法の 施行 さ れてい る 岩井 , 吉岡 , 鹿野 , 浜村 , 東郷, 浅津 ,

三朝 , 関金の温泉街に おいて下水道の完備 を 図る こ と と す る 。

ま た , 中海 , 東郷池 , 天神川 の環境基準達成の ため に昭和 4 7 年度に は , こ れ

ら の 区域を対象 と して , 流域別下水道整備総合計画を策定 し , こ れに基づき下水

道整備 を 図 る も の であ る 。

表3 ー2 ー 乍 2 公 共 下 水 道 整 備 目 標

( 単位 ルα , % )

区 分
昭和 4 7 年度末 昭 和 5 0 年 昭 和 6 0 年

排水面積 整備率 排水面積 整備率 排水面積 整備率

鳥 取 市

倉 吉 市

米 子 市

境 港 市

そ の 他

計

3 2 5 8

1 1 9

8 8 7 7

1 0 9

0 4

4 1

8 6 6 4

3 8 8 0

8 4 0

1 2 8 8 4

2 8 9

1 2 0

8 4

1 5 7

2 9 9 6 5

1 0 7 0 0

2 8 2 7 0

9 9 7 0

4 3 7 0

8 2 2 7 5

1 0 0

1 0 0

1 0 0

1 0 0

1 0 0

1 0 0

( 注 ) 昭和 5 0 年 , 昭和 6 0 年の排水面積は , 第 2 次鳥取県総合開発計画に よ

る o


